
佐賀市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、佐賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、市内への移

住及び定住の促進並びに中小企業等における人手不足の解消に資するため、東京圏

（埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県をいう。次条において同じ。）から佐賀市に

移住して就業又は起業した者に移住支援金を交付することについて、法令等に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（移住支援金） 

第２条 市長は、申請時において、次に掲げる要件を満たす者からの申請により、予

算の範囲内で移住支援金を交付する。 

(1) 令和元年１０月１日以降に佐賀市に転入（住民基本台帳法（昭和４２年法律第

８１号）第２２条第１項に規定する転入をいう。以下同じ。）した者であること。 

(2) 佐賀市に転入した日の前日から遡って１０年間において、通算して５年以上次

のいずれかに該当すること。 

ア 特別区（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８１条第１項の特別区

をいう。以下この項において同じ。）の区域内に住所を有していたこと。 

イ 東京圏のうちの条件不利地域（離島振興法（昭和２８年法律第７２号）、山村

振興法（昭和４０年法律第６４号）、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４

年法律第７９号）、半島振興法（昭和６０年法律第６３号）又は過疎地域の持続

的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）の指定区域を含む

市町村（地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市を除く。）をいう。以下

同じ。）以外の地域の区域内に住所を有し、かつ、特別区の区域内を勤務地とし

て就業（労働者として雇用されている場合にあっては、雇用保険の被保険者（雇

用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４項第１項に規定する被保険者をい

う。）又は同法第６条第６号に掲げる者として雇用されているものに限る。次号

において同じ。）していたこと。 

(3) 佐賀市に転入する直前において、次のいずれかに該当すること。 

ア 佐賀市に転入した日の前日から遡って連続して１年以上特別区の区域内に住

所を有していたこと。 

イ 佐賀市に転入した日の前日から遡って連続して１年以上東京圏のうち条件不

利地域以外の地域の区域内に住所を有し、かつ、同日（特別区の区域内を勤務

地として就業しなくなった日が、佐賀市に転入した日の前日から遡って起算し

て３か月以内であれば、当該就業しなくなった日）から遡って連続して１年以

上特別区の区域内を勤務地として就業していたこと。 

(4) 移住支援金の交付を申請しようとする日（以下「申請日」という。）が、佐賀市



に転入した日から１年を経過する日を超えない日であること。 

(5) 申請日から継続して５年以上佐賀市に居住する意思を有していること。 

(6) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）その他の反社会的勢力の構成

員（構成員でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）又は反社会的勢力の

構成員と関係を有する者でないこと。 

(7) 日本国籍を有する者又は日本国籍を有しない者であって永住者、日本人の配偶

者等、永住者の配偶者等若しくは定住者又は特別永住者の在留資格を有するもの

であること。 

(8) 次のいずれかを満たし、かつ、申請日から継続して５年以上当該法人の従業員

として勤務する意思を有していること。 

ア 移住支援事業（認定地域再生計画（地域再生法（平成１７年法律第２４号）

第７条第１項に規定する認定地域再生計画をいう。）に基づき、都道府県が市町

村と共同して同法第１３条第１項の交付金を財源の一部として移住者へ移住支

援金を交付する事業をいう。）を実施する都道府県が移住支援金の対象としてマ

ッチングサイトに掲載している求人に移住支援金の対象として掲載されている

期間中に応募し、当該求人を行った法人（移住支援金の申請をしようとする者

（以下「申請者」という。）の３親等以内の親族が代表者、取締役その他の経営

を担う職務を務めるものを除く。）に１週間の所定労働時間が２０時間以上であ

る期間の定めのない雇用契約に基づき雇用（新規の雇用に限る。イにおいて同

じ。）されていること。 

イ 内閣府が実施するプロフェッショナル人材事業又は先導的人材マッチング事

業によって１週間の所定労働時間が２０時間以上である期間の定めのない雇用

契約に基づき雇用されたものであって、目的達成後の解散を前提とした個別プ

ロジェクト等の離職することが前提の雇用でないこと。 

(9) 現に勤務する勤務地が東京圏（条件不利地域を除く。）以外の地域の区域である

こと。 

(10) 申請者と同一の世帯に属する他の者が、過去に佐賀市から移住支援金の支給

を受けていないこと。 

(11) 前各号までに定めるもののほか、市長が移住支援金の対象として不適切と認め

る者でないこと。 

２ 前項第２号イ及び第３号イの場合において、東京圏のうちの条件不利地域以外の

地域の区域内に住所を有し、かつ、特別区の区域内の大学等（大学、大学院、短期

大学、高等専門学校、専門学校その他の高等教育機関をいう。）に通学していた者が、

当該大学等を卒業又は中途退学した後、遅滞なく特別区の区域内を勤務地として就

業したときは、当該通学していた期間は、特別区の区域内を勤務地として就業して



いたものとみなす。 

３ 第１項第３号イの場合において、特別区を勤務地として勤務していない３か月に

満たない期間があるときは、当該勤務していない期間の前後において特別区を勤務

地として勤務していた場合に限り、当該期間を除算して、その前後の期間を連続し

て勤務していたものとみなす。 

４ 移住支援金の額は、世帯での移住の場合（佐賀市に転入する直前の住所において

申請者と同一の世帯に属し、かつ、申請日において申請者と同一の世帯に属する者

（以下この条において「移住に係る世帯員」という。）が存する場合をいう。）にあ

っては１００万円（移住に係る世帯員に１８歳未満の者（以下この条において「未

成年世帯員」という。）がある場合にあっては、１００万円に未成年世帯員１名につ

き１００万円を加算した額）、単身での移住の場合（世帯での移住の場合以外の場合

をいう。）にあっては６０万円とする。 

５ 世帯で移住する場合にあっては、移住に係る世帯員は、第１項第１号、第４号、

第６号及び第１１号に掲げる要件を満たさなければならない。 

６ 申請者又は移住に係る世帯員が佐賀市に転入した日以後に出産した場合において、

当該子に係る懐胎が佐賀市に転入する前であるときは、当該子は未成年世帯員とみ

なす。この場合において、当該未成年世帯員は、前項に掲げる要件を満たすことを

要しない。 

（交付申請） 

第３条 申請者は、移住支援金の申請をしようとするときは、移住支援金交付申請書

（様式第１号）に次に掲げる図書を添えて、これらを市長に提出しなければならな

い。 

(1) 個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドをいう。）その他の申請者が本人であることを明らかにする書類の写し 

(2) 現に就業している就業先の就業証明書（様式第２号） 

(3) 佐賀市に転入する直前の住民票の除票の写し（住民基本台帳法第１５条の４に

規定する除票の写しをいい、世帯での移住の場合にあっては申請者と移住に係る

世帯員とが同一の世帯に属していたことを確認できるものに限る。） 

(4) 前条第１項第２号イ又は同項第３号イに該当する者のうち、労働者として雇用

されていたものにあっては、特別区で勤務していた法人等の就業証明書その他の

当該法人等に在籍していたことを証する書類（在勤地、在勤期間及び雇用保険の

被保険者であったことが確認できるもの（雇用保険法第６条第６号に掲げる者に

あっては、在勤地、在勤期間が確認できるもの）に限る。） 

(5) 前条第１項第２号イ又は同項第３号イに該当する者のうち、労働者として雇用

されていなかったものにあっては、開業届出済証明書その他の特別区における在



勤地を確認することができる書類及び個人事業等の納税証明書その他の特別区に

おける在勤期間を確認できる書類 

(6) 前条第２項の規定により大学等に通学していた期間を特別区の区域内を勤務地

として就業していたものとしようとする者にあっては、卒業証明書その他の在学

期間、卒業校を確認できる書類 

(7) 申請者の預金通帳、キャッシュカードその他の移住支援金の振込先口座を確認

できる書類の写し 

（交付決定） 

第４条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、移住支援金を交付

することが適当と認めるときは、移住支援金の交付を決定し、速やかに交付決定通

知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、予算上の都合その他の理由により移住支援金の不交

付を決定したときは、速やかに申請者に通知するものとする。この場合においては、

市長は、不交付とする理由を明らかにしなければならない。 

（支援金の交付） 

第５条 移住支援金は、前条第１項の規定により交付決定した額の全額を一括で交付

するものとする。 

２ 前条第１項の交付の決定を受けた者（以下「受給者」という。）は、前項の規定に

より移住支援金の交付を受けようとするときは、移住支援金交付請求書（様式第４

号）を市長に提出しなければならない。 

（テレワークの特例） 

第６条 所属する企業等からの命令によらず佐賀市に転入し、引き続き当該企業等の

業務を継続して行う者についての第２条第１項、第３条及び第１０条の規定の適用

については、第２条第１項各号列記以外の部分中「次に」とあるのは「第１号から

第７号まで、第１０号及び第１１号に」と、第３条第１号中「現に就業している就

業先の就業証明書（様式第２号）」とあるのは「現に就業している就業先の就業証明

書（テレワーク移住者用）（様式第２号の２）（個人事業主が、業務委託契約等によ

って引き続き転入前の業務を継続して行う場合にあっては、開業届出済証明書又は

これに類する書類であって別に定めるもの及び当該業務を継続していることが分か

る書類」と、第１０条中「次の各号」とあるのは「第１号、第２号及び第４号から

第６号まで」とする。 

（起業支援金の交付対象者についての適用） 

第７条 申請日から遡って１年の間に起業支援金（佐賀県地方創生移住・地域活性化

起業支援事業実施要領第６の１に規定する起業支援金をいう。第１０条第４号にお

いて同じ。）の交付決定を受けた者についての第２条第１項及び第３条の規定の適

用については、第２条第１項各号列記以外の部分中「次に」とあるのは「第１号か



ら第７号まで、第１０号及び第１１号に」と、第３条第１号中「現に就業している

就業先の就業証明書（様式第２号）」とあるのは「起業支援金の交付決定通知書」と

する。 

（交付決定通知書の再交付） 

第８条 受給者が、紛失等の理由により交付決定通知書の再交付を必要とするときは、

移住支援金交付決定通知書再交付願（様式第５号）を市長に提出し、交付決定通知

書の再交付を申請することができる。 

２ 市長は、移住支援金交付決定通知書再交付願を受理した場合に、その内容を審査

し、適当と認めるときは、速やかに当該受給者に移住支援金交付決定通知書を再交

付するものとする。 

（報告及び立入調査） 

第９条 市長は、佐賀市地方創生移住支援事業が適切に実施されたか等を確認するた

め必要があると認めるときは、受給者に対し、佐賀市地方創生移住支援事業に関す

る報告及び立入調査を求めることができる。 

２ 佐賀県知事は、佐賀市地方創生移住支援事業が適切に実施されたか等を確認する

ため必要があると認めるときは、市長に前項の報告及び立ち入り調査を実施するよ

う求めることができる。 

（交付の取消し） 

第１０条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、移住支

援金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。ただし、雇用企業の倒産、

災害、疾病その他のやむを得ない事情があるものとして市長が認める場合は、この

限りでない。 

(1) 偽りその他不正な手段により移住支援金の交付を受けたとき。 

(2) 申請日から５年を経過する日以前に転出（住民基本台帳法第１５条の３に規定

する転出をいう。次条において同じ。）したとき。 

(3) 申請日から１年を経過する日以前に移住支援金の要件となる職を辞したとき。 

(4) 起業支援金の交付決定を取り消されたとき。 

(5) 前条第１項の規定による報告及び立ち入りを拒み、妨げ、若しくは忌避し、又

は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。 

(6) 前各号に定めるもののほか、法令や交付決定の条件等に違反したと認めるとき。 

（交付金の返還） 

第１１条 市長は、前条の取消しを行った場合において、既に移住支援金を交付して

いるときは、期限を付して、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額の返還を命ずるものとする。 

(1) 前条第１号に該当する場合 移住支援金の全額 

(2) 前条第２号に該当する場合であって、受給者が移住支援金の申請を行った日か



ら３年を経過する日以前に転出したとき 移住支援金の全額 

(3) 前条第２号に該当する場合であって、受給者が移住支援金の申請を行った日か

ら３年を経過した日以後５年を経過する日以前に転出したとき 移住支援金の半

額 

(4) 前条第３号に該当する場合 移住支援金の全額 

(5) 前条第４号に該当する場合 移住支援金の全額 

(6) 前条第５号又は第６号に該当する場合 市長が返還の必要があると認める額 

（雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、移住支援金の交付に必要な事項は、市長が

定める。 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月４日から施行する。 

附 則（令和２年佐市地政第５７５号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の第２条、第３条及び第６条の規定は、この要綱の施行の

日以後に転入した者に係る移住支援金の申請について適用し、同日前に転入した者

に係る移住支援金の申請については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年佐市地政第６２５号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年３月２３日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の第２条、第３条、第６条及び第７条までの規定は、この

要綱の施行の日以後に転入した者に係る移住支援金の申請について適用し、同日前

に転入した者に係る移住支援金の申請については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年佐市地政第２７７号） 

この要綱は、令和３年９月１６日から施行する。 

附 則（令和３年佐市地政第５８１号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の第２条の規定は、この要綱の施行の日以後に転入した者

に係る移住支援金の申請について適用し、同日前に転入した者に係る移住支援金の

申請については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年佐市地政第６１２号） 



（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の第２条の規定は、この要綱の施行の日以後に転入した者

に係る移住支援金の申請について適用し、同日前に転入した者に係る移住支援金の

申請については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年佐市企政第７０号） 

（施行期日） 

この要綱は、令和５年６月２３日から施行する。 

附 則（令和６年佐市企政第２０１号） 

（施行期日） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 



様式第１号（第３条関係） 

移住支援金交付申請書 

令和  年  月  日 

（あて先）佐賀市長 

佐賀市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱第３条の規定に基づき、

移住支援金の交付を申請します。 

１ 申請者欄 

フリガナ  生年月日 

氏名   

住所 
〒 電話 

番号 

 

メールアドレス  

２ 移住支援金の内容（該当するものに〇を付けてください。） 

単身・世帯 単身 ・ 世帯 
移住に係る世帯員の数

（申請者を除く。） 

人 

うち１８歳未満   人 

移住支援金

の種類 
就業 ・ テレワーク ・ 起業  

３ 各種確認事項（該当するものに〇を付けてください。） 

別紙１「移住支援金の交付申請に関する

誓約事項」に記載された内容について 
Ａ．誓約する Ｂ．誓約しない 

別紙２「佐賀市地方創生移住支援事

業に係る個人情報の取扱い」に記載

された内容について 

Ａ．同意する Ｂ．同意しない 

申請日から５年以上継続して佐賀市に居

住し、かつ、就業・起業する意思について 
Ａ．意思がある Ｂ．意思がない 

（就業の場合のみ）就業先の法人の代表

者、取締役その他の経営を担う者との関係 

Ａ．３親等以内の親族

に該当しない 

Ｂ．３親等以内の親族

に該当する 

（テレワークの場合のみ）佐賀市への移住

の意思について 
Ａ．自己の意思である 

Ｂ．所属からの命令で

ある 

同一世帯に属する者の過去佐賀市

から移住支援金の受給の有無 
Ａ．ない Ｂ．ある 

※ 各種確認事項のＢ．に〇を付けた場合は、移住支援金の支給対象となりません。 



４ 佐賀市に転入する直前の住所 

住所 
〒 

５ （要綱第２条第１項第２号イ又は同項第３号イに該当する場合のみ記載）特別区

への在勤履歴 

期間 就業先 就業地 

   

   

   

   

   

   

６ （テレワークによる移住者のみ記載）移住後の生活状況 

勤務先部署  

勤務先へ行く頻度 週・月・年  回程度／行くことはない／その他（     ） 

 

 

管理コード（佐賀市使用欄）  

 

  



（様式第１号別紙１） 

 

移住支援金の交付申請に関する誓約書 

 

１ 佐賀市地方創生移住支援事業に関する報告及び立入調査について、佐賀市から求

められた場合には、それに応じます。 

 

２ 以下のいずれにも該当する者ではありません。なお、佐賀市が必要な場合には、

佐賀県佐賀北警察署に照会することについて承諾します。 

(1) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(2) 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

(3) 自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力

団員を利用するなどしている者 

(4) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的

若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

(5) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(6) 暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これらを利用している者 

 

３ 以下の場合には、佐賀市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱に基

づき、移住支援金の全額若しくは半額又は市長が必要と認める額を返還します。 

(1) 移住支援金の申請に当たって、虚偽の内容を申請したことが判明した場合 全額 

(2) 移住支援金の申請日から３年未満で佐賀市外に転出した場合 全額 

(3) （就業の場合のみ）移住支援金の申請日から１年以内に移住支援金の要件を満

たす職を辞した場合 全額 

(4) 佐賀県が実施する佐賀県地域活性化等企業支援事業に基づく起業支援金の交付

決定を取り消された場合 全額 

(5) 移住支援金の申請日から３年以上５年以内に佐賀市外に転出した場合 半額 

(6) 佐賀市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱第８条第１項の規定

による報告及び立ち入りを拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁

をせず、若しくは虚偽の陳述をしたことが判明した場合 市長が必要と認める額 

(7) その他法令や交付決定の条件に違反したとき 市長が必要と認める額 

 

  



（様式第１号別紙２） 

 

佐賀市地方創生移住支援事業に係る個人情報の取扱い 

 

市は、佐賀市地方創生移住支援事業の実施に際して得た個人情報について個人情報

の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他法令等の規定に基づき適切に

管理し、本事業の実施のために利用します。 

また、市は、当該個人情報について、佐賀県その他の都道府県において実施する移

住支援事業の円滑な実施、国への実施状況の報告等のため、国、佐賀県その他の都道

府県、他の市町村に提供し、又は確認する場合があります。 

 



様式第２号（第３条関係） 

令和  年  月  日 

（あて先）佐賀市長 

所在地             

事業者名         印  

代表者名            

電話番号            

担当者             

就業証明書（移住支援金の申請用） 

下記のとおり相違ないことを証明します。 

記 

勤 務 者 名  

勤 務 者 住 所   

勤 務 先 所 在 地  

勤務先電話番号  

就 業 年 月 日   

応募受付年月日  

職 種  

雇 用 形 態 １週間の所定労働時間が２０時間以上である期間の定めのない雇用 

勤務者と代表者、取締

役その他の経営を担う

者との関係（マッチン

グサイト掲載求人の場

合のみ） 

３親等以内の親族に該当しない 

プロフェッショナル人

材事業又は先進的人材

マッチング事業を利用

している場合のみ 

目的達成後に離職することが前提ではない 

□プロフェッショナル人材事業 □先導的人材マッチング事業 

※佐賀市地方創生移住支援事業に関する事務のため、勤務者の勤務状況などの情報を、佐賀市の求めに応じ

て同市に提供することについて、勤務者の同意を得ています。   



様式第２号の２（第３条、第６条関係） 

令和  年  月  日 

（あて先）佐賀市長 

所在地             

事業者名         印  

代表者名            

電話番号            

担当者             

就業証明書（移住支援金の申請用） 

（テレワーク移住者用） 

下記のとおり相違ないことを証明します。 

記 

勤 務 者 名  

勤 務 者 住 所 

（ 移 住 前 ） 
 

勤 務 先 所 在 地 

（ 移 住 後 ） 
 

勤 務 先 部 署 

所 在 地 
 

勤務先電話番号  

就 業 年 月 日  

移 住 の 意 思 
所属先企業等からの命令（転勤、出向、出張、研修等を含む。）

ではない 

移住先での業務内容 移住元で実施していた業務を引き続き行う 

交付金による資金提供 

勤務者にデジタル田園都市国家構想交付金デジタル実装タ

イプ（地方創生テレワーク型）又はその前歴事業による資金

提供をしていない 

※佐賀市地方創生移住支援事業に関する事務のため、勤務者の勤務状況などの情報を、佐賀市の求めに応じ

て同市に提供することについて、勤務者の同意を得ています。 

  



様式第２号の３（第２条関係） 

 

前歴証明書（移住支援金の申請用） 

 

令和  年  月  日 

 

（あて先）佐賀市長 

所在地             

事業者名         印  

代表者名            

電話番号            

担当者             

 

下記のとおり在職していたことを証明します。 

記 

氏  名                 

生年月日                 

在勤履歴（過去 10 年間）記 

期間 就業先 就業地 

年  月～ 

年  月 
  

年  月～ 

年  月 
  

年  月～ 

年  月 
  

年  月～ 

年  月 
  

年  月～ 

年  月 
  

年  月～ 

年  月 
  

※佐賀市地方創生移住支援事業に関する事務のため、勤務者の勤務状況などの情報を、佐賀市の求

めに応じて同市に提供することについて、勤務者の同意を得ています。 



様式第３号（第４条関係） 

 

佐賀市地方創生移住支援事業における移住支援金の交付決定通知書 

 

佐市企政第     号 

令和  年  月  日 

 

様 

 

佐賀市長 坂井 英隆 印 

 

佐賀市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱第４条第１項の規定に基

づき、次のとおり移住支援金を交付することを決定しましたので、同項の規定により

通知します。 

 

交 付 決 定 金 額 円 

交 付 条 件 

 

 

  



様式第４号（第５条関係） 

 

移住支援金交付請求書 

 

令和  年  月  日 

 

（あて先）佐賀市長 

 

住所            

氏名       （※）  

（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。 

電話番号            

メールアドレス            

 

佐賀市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱第５条第２項の規定によ

り、次のとおり請求します。 

 

請 求 年 度 年度 

移住支援金の交付決定金額 円  

交 付 請 求 金 額 円  

振 込 先 

金 融 機 関 名 

銀行 信金 

農協 漁協     店 

信組 

口 座 番 号 当座・普通 

（ フ リ ガ ナ ）  

口 座 名 義 人  

 

  



様式第５号（第８条関係） 

 

移住支援金交付決定通知書再交付願 

 

令和  年  月  日 

 

（あて先）佐賀市長 

 

住所            

氏名       （※）  

（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。 

電話番号            

メールアドレス            

 

佐賀市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱第８条第１項の規定に基

づき、佐賀市地方創生移住支援事業に係る移住支援金の交付決定通知書の再交付を申

請します。 

 

再交付を 

求める理由 

 

 

 

 

 

 



様式第６号（第３条及び第１０条関係） 

 

移住支援金交付申請取下届 

 

令和  年  月  日 

 

（あて先）佐賀市長 

 

住所                

氏名           （※）  

（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。 

電話番号              

メールアドレス            

 

令和  年  月  日付けで提出した、佐賀市地方創生移住支援事業における移

住支援金交付申請について、下記のとおり取り下げたいので提出します。 

 

取 り 下 げ の 理 由  

 

 

 

 


